
第10章　市民経済計算

１０－１　市内総生産

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

農林水産業 鉱工業 建設業 卸売・小売業 運輸・郵便業 宿泊・飲食サービス業 情報通信業

＃１

平成２３年度 912,091 17,886 81,596 21,057 39,467 117,848 34,401 28,683 18,979

２４ 924,184 19,375 95,874 20,524 42,440 118,897 32,231 26,361 15,614

２５ 1,001,795 17,787 137,634 20,794 67,447 121,765 33,373 27,595 15,913

２６ 1,013,642 17,844 149,561 22,132 59,686 118,090 35,945 28,289 15,692

２７ 1,014,395 17,791 134,080 27,703 53,961 116,964 35,174 28,161 16,280

２８ 1,037,077 21,237 135,276 27,158 59,211 114,019 34,102 31,743 16,429

２９ 1,034,787 21,824 127,059 27,791 51,603 117,711 34,742 32,687 16,204

３０ 1,044,330 20,452 127,454 28,597 51,980 117,176 34,484 32,545 16,551

令和　元年度 1,037,506 16,696 131,536 29,451 45,831 115,550 35,071 30,322 16,307

　　確認する必要がある。

　　　　　　済の位置が明らかになるとともに、各県経済相互間の比較が可能となり国経済の地域的分析、地域の諸施策に利用されています。

　　　　　　

　※市町村民経済計算は、地域住民の経済活動によって一定期間（会計年度）に生み出された価値を生産と分配の両面から把握し、地域の経済規模や構造、所得水準

　　などを明らかにすることによって、それぞれの地域の財政経済政策に役立てることを主な目的としている。

　※この表は、内閣府が示した「県民経済計算標準方式（平成27年基準版）」に基づき福岡県が推計した令和元年度の県民経済計算及び市町村民経済計算から作成し

　※「市内総生産」とは、市内で生産の結果生み出された付加価値であり、その生産に携わった人の居住地のいかんを問わず把握したものである。また、市内におけ

　※この表における第１次産業は(1)、第２次産業は(2)・(4)、第３次産業は(3)・(5)～(15)である。＃１「(2)鉱工業」とは「鉱業」と「製造業」を統合したもので

　　る経済活動によって新たに生み出された付加価値の総額を市場価格で表示したものであり、産出額から原材料等の中間投入を控除したものである。

　※市町村民経済計算は、毎年度公表する度に過去の値も修正される。これは、市町村民経済計算の元となる県民経済計算が、一次統計の遡及修正や5年に一度の周

　　期調査（国勢調査など）の結果を反映させて値を過去値まで修正していることなどによる。したがって、市町村民経済計算結果は、過去の値も常に最新のものを

（単位：100万円）
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　　た。

　　　　　　を包括的に明らかにし、県の総合的な経済指標として各種施策の企画・立案等に活用することができます。また、このほかにも、国経済における本県経

市内総生産

　　　　　　（福岡県オープンデータサイト「令和元（2019）年度 市町村民経済計算（名目）の概況」より抜粋）

　※＜参考＞県民経済・市町村民経済計算の主要概念の整理

　　　　　　経済活動は、企業等の生産活動によって新たな価値、つまり付加価値が生み出され（「生産」）、その生産活動に参加した労働者（家計）への賃金や企

　　　　　　業の利潤等として分配され（「分配」）、分配された付加価値を所得として家計が消費したり、企業等が投資を行ったりする（「支出」）という循環を

　　　　　　繰り返しています。これら「生産」「分配」「支出」から評価した付加価値は、同一の価値の流れを異なった側面から把握したもので、概念上の調整を

　　　　　　加えると、それぞれ等しくなります（三面等価の原則）。このように３側面から県民経済の循環と構造を計量的に把握することによって、県経済の実態

資料：福岡県オープンデータサイト「市町村民経済計算（平成２７年基準）」

　　あり、＃２「輸入品に課される税・関税等」とは「輸入品に課される税・関税」から「総資本形成に係る消費税」を控除したものである。



(9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) 小計

金融・保険業 不動産業 公務 教育 保健衛生・社会事業 その他のサービス (1)～(15)

＃２

46,220 118,467 78,029 61,228 47,636 136,380 57,535 905,410 6,681

45,533 120,145 77,200 59,076 47,370 140,741 55,747 917,131 7,054

46,347 123,265 81,392 56,685 46,572 143,578 53,870 994,018 7,777

45,853 125,669 83,259 58,324 48,001 142,994 52,740 1,004,081 9,562

45,425 128,364 87,336 58,532 47,226 156,392 53,236 1,006,626 7,769

44,890 131,245 92,136 59,931 45,975 163,810 53,215 1,030,378 6,699

46,723 132,776 92,764 62,049 45,851 162,945 54,630 1,027,356 7,431

48,151 134,137 94,124 64,308 46,288 165,739 53,907 1,035,893 8,436

50,070 134,824 93,599 62,010 46,325 169,491 53,067 1,030,148 7,358

（単位：100万円）
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資料：福岡県オープンデータサイト「市町村民経済計算（平成２７年基準）」


